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（資料２）

後期高齢者医療の在り方に関する基本的考え方 

 

平成１９年４月１１日 

社会保障審議会後期高齢者医療の在り方に関する特別部会 

 

第１６４回国会においては、健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年

法律第８３号）が成立し、平成２０年度から後期高齢者医療制度が創設されるこ

ととなった。参議院厚生労働委員会の審議過程においては、当該制度に関し

て附帯決議（平成１８年６月１３日）がなされ、「後期高齢者医療の新たな診療報

酬体系については、必要かつ適切な医療の確保を前提とし、その上でその心

身の特性等にふさわしい診療報酬とするため、基本的な考え方を平成１８年度

中を目途に取りまとめ、国民的な議論に供した上で策定すること。」とされた。 

当特別部会では、この附帯決議を踏まえ、後期高齢者の医療の在り方につ

いて、平成１８年秋より７回にわたり有識者からのヒアリング及び論議を重ねてき

たが、今回、その中間的な報告として後期高齢者医療の診療報酬を考える上

での基本的考え方を取りまとめることとした。この「基本的考え方」は、当部会で

の議論やヒアリングを通じて明らかになった、後期高齢者の心身の特性、基本

的な視点及び課題を取りまとめたものである。当特別部会としては、この「基本

的考え方」について、今後パブリックコメント等により広く御意見を頂くことを期待

するとともに、これに基づいて、さらに論議を深めていくこととしたい。 

人口の高齢化が進行する中で、後期高齢者は、安心して生活できるために

必要な医療が確保されることに願いを抱いている。当特別部会においては、こう

した後期高齢者の思いを念頭に置きつつ、必要な医療を適切に確保していく

観点から、今後、後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子を取りまとめるべく、

引き続き議論を行いたい。 

 

１ 後期高齢者の心身の特性について 

 

後期高齢者医療の診療報酬については、後期高齢者に特有の心身の特

性等を踏まえ、これにふさわしい医療を提供するためにはどのような仕組み

が適当か、という視点に基づいて考える必要がある。 

なお、後期高齢者については、心身の特性のほか、経済面を含めた生活

環境が多様であることに留意する必要がある。 

後期高齢者の心身の特性については、次のような指摘がされている。 

 

（１） 老化に伴う生理的機能の低下により、治療の長期化、複数疾患への

罹患（特に慢性疾患）が見られる。 
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（２） 多くの高齢者に、症状の軽重は別として、認知症の問題が見られる。 

（３） 新制度の被保険者である後期高齢者は、この制度の中で、いずれ避

けることができない死を迎えることとなる。 

 

２ 基本的な視点 

 

こうした心身の特性から、後期高齢者に対する医療には、次のような視点

が必要である。 

 

・ 後期高齢者の生活を重視した医療 

一般に、療養生活が長引くことなどから、後期高齢者の医療は、高齢者の

生活を支える柱の一つとして提供されることが重要である。そのためには、ど

のような介護サービスを受けているかを含め、本人の生活や家庭の状況等

を踏まえた上での医療が求められる。 

 

・ 後期高齢者の尊厳に配慮した医療 

 自らの意思が明らかな場合には、これを出来る限り尊重することは言うまで

もないが、認知症等により自らの意思が明らかでない場合にも、個人として

尊重され、人間らしさが保たれた環境においてその人らしい生活が送れるよ

うに配慮した医療が求められる。 

 

・ 後期高齢者及びその家族が安心・納得できる医療 

いずれ誰もが迎える死を前に、安らかで充実した生活が送れるように、安

心して生命を預けられる信頼感のある医療が求められる。 

 

３ 後期高齢者医療における課題 

 

こうした基本的視点に立って、現状の後期高齢者に対する医療を振り返

ると、次のような課題があると考えられる。 

 

（１） 複数の疾患を併有しており、併せて心のケアも必要となっている。 

（２） 慢性的な疾患のために、その人の生活に合わせた療養を考える必要

がある。 

（３） 複数医療機関を頻回受診する傾向があり、検査や投薬が多数・重複と

なる傾向がある。 

（４） 地域における療養を行えるよう、弱体化している家族及び地域の介護

力をサポートしていく必要がある。 
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（５） 患者自身が、正しく理解をして自分の治療法を選択することの重要性

が高い。 

 

後期高齢者に対しては、その抱える個々の疾患を疾患別に診るという医

療だけでなく、精神的な不安も含めた複数の疾患について、トータルに診る

医療が必要である。また、後期高齢者の中には、一人暮らしで寝たきりのケ

ースも多く、単に医療機関に自ら治療を受けに来る患者を診るということだけ

では十分とは言えない。 

複数医療機関を受診することは、検査や投薬の重複が起きやすくなる結

果として、提供される医療が不適切なものとなるなど、患者にとっても、また

社会的に見ても好ましくない場合がある。このため、過剰・頻回受診を是正

する必要がある。 

そのほか、後期高齢者自らが医療サービスを自分の生活に合わせて選

べるという選択の余地の拡大や、終末期に備えたリビング・ウィル（生前の意

思表示）を確認し、これを尊重する仕組みも必要である。 

 

４ 後期高齢者にふさわしい医療の体系 

 

後期高齢者が受ける医療は、74 歳までの者との連続性が必要である。そ

の上で、後期高齢者の心身の特性とこれまでの後期高齢者医療の課題を

踏まえると、今後の後期高齢者医療について特に考えるべき点としては以

下のものが挙げられる。 

 

（１） 急性期入院医療にあっても、治療後の生活を見越した高齢者の評価

とマネジメントが必要 

 

慢性期医療の提供においては、治療が長期にわたるために後期高齢者

の生活を踏まえた医療を提供していくべきことは当然であるが、急性期入院

医療においても、後期高齢者の入院時から、退院後にどのような生活を送る

かということを念頭に置いた上で、その生活を実現するための総合的な治療

計画を立てていく取組を進め、それを元にして入院医療を実施するほか、看

護や介護といったサービスとの連携体制を考えていくことが重要である。 

 

（２） 在宅（居住系施設を含む）を重視した医療 

・訪問診療、訪問看護等、在宅医療の提供 

・複数疾患を抱える後期高齢者を総合的に診る医師 

・医療機関の機能特性に応じた地域における医療連携 
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地域での療養生活を安心して送ることができるようにするためには、信頼

感の確保された在宅医療が必要であり、そのためには、患者についての情

報を共有しつつ、患者を中心に、地域における医師、歯科医師、薬剤師、

看護師等の医療関係者が相互に協力して、チームとして対応する必要があ

る。 

この場合、中心となって医療関係者の連携を調整する役割を担う医師が

置かれる仕組みが重要となる。これを実現するためには、後期高齢者を総

合的に診る医師が必要である。 

また、在宅医療を後方支援する医療機関との連携を進めていくことが必

要である。さらに、全身状態の維持にも重要である継続的な口腔管理を促

すことや、重複投薬・相互作用の発生防止を目的とした同一の薬局による

使用医薬品の管理、在宅での療養を支える訪問看護の取組等を進めてい

くことが必要である。 

通院医療についても、在宅医療と同様に、後期高齢者を総合的に診る医

師により提供されることが重要である。 

また、これらの取組については、各地域の実情に応じて進めていく視点も

必要である。 

 

（３） 介護保険等他のサービスと連携の取れた一体的なサービス提供 

 

後期高齢者の医療を考える上では、後期高齢者が介護保険のサービス

を受けていることも多いことから、主治医とケアマネジャーが緊密に情報交

換を行い、後期高齢者の状態を十分に踏まえたサービス提供を行うなど、

医療サービスの枠内に止まらず、公的な介護・福祉サービスや地域との連

携を図ることが不可欠である。 

 

（４） 安らかな終末期を迎えるための医療 

・十分に理解した上での患者の自己決定の重視 

・十分な疼痛緩和ケアが受けられる体制 

 

終末期医療については、患者及び家族と医療関係者との信頼関係に基

づく緊密なコミュニケーションの中で、患者及び家族の希望を尊重しつつ、

その尊厳を保つことに配慮した医療を実現していくべきであり、その具体的

な在り方については、国民の関心も高く、実践が積み重ねられる中で、今後

とも慎重に議論を行っていくべき問題である。 

なお、現在、厚生労働省の「終末期医療の決定プロセスのあり方に関する
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検討会」において、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」を早

期に作成することとしている。 

 

（５） その他 

 

新制度の被保険者である後期高齢者の負担を考慮し、制度の持続可能

性に留意した、効果的・効率的な医療提供の視点が必要である。 

また、後期高齢者にふさわしい医療の体系を目指し、段階的に取組を進

めていく視点も必要である。 
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後期高齢者医療の在り方に関する基本的考え方
～平成19年４月11日 社会保障審議会後期高齢者医療の在り方に関する特別部会～

１ 老化に伴う生理的機能の低下により、
治療の長期化、複数疾患への罹患（特

に慢性疾患）が見られる。

２ 多くの高齢者に、症状の軽重は別とし
て、認知症の問題が見られる。

３ 新制度の被保険者である後期高齢者
は、この制度の中で、いずれ避けること
のできない死を迎えることとなる。

後期高齢者の心身の特性

１ 後期高齢者の生活を
重視した医療

２ 後期高齢者の尊厳に
配慮した医療

３ 後期高齢者及びその
家族が安心・納得できる
医療

基本的な視点

１ 急性期入院医療にあっても、治療後の生活を見越した高齢者の評価とマネジメントが必要
２ 在宅（居住系施設を含む）を重視した医療
・ 訪問診療、訪問看護等、在宅医療の提供
・ 複数疾患を抱える後期高齢者を総合的に診る医師
・ 医療機関の機能特性に応じた地域における医療連携

３ 介護保険等他のサービスと連携の取れた一体的なサービス提供
４ 安らかな終末期を迎えるための医療
・ 十分に理解した上での患者の自己決定の重視 ・ 十分な疼痛緩和ケアが受けられる体制

後期高齢者にふさわしい医療の体系

後期高齢者の心身の特性等にふさわしい診療報酬については、この「基本的考え方」に
基づき、今後、診療報酬体系の骨子を取りまとめるべく検討を進める。

１ 複数の疾患を併有しており、併せて心
のケアも必要。

２ 慢性的な疾患のために、その人の生
活に合わせた療養を考えることが必要。

３ 複数医療機関を頻回受診し、検査や
投薬が多数・重複となる傾向。

４ 地域における療養を行えるよう、弱体
化している家族及び地域の介護力をサ
ポートしていく必要。

５ 患者自身が、正しく理解をして自分の
治療法を選択することの重要性が高い。

後期高齢者医療における課題
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（資料５）

平成１８年度診療報酬改定の基本方針 

 

平成１７年１１月２５日 

社会保障審議会医療保険部会 

社会保障審議会医療部会 

 

１ 平成１８年度診療報酬改定に係る基本的考え方 

 

○ 国民の健康・長寿という人間にとって一番大事な価値を実現するためには、

国民の安心の基盤として、質の高い医療を効率的に提供する医療提供体制の

構築と、将来にわたる国民皆保険制度の堅持とが不可欠である。 

 

○ 今後の基本的な医療政策の方向性としては、 

・ 医療を受ける主体である患者本人が、医療に積極的かつ主体的に参加し、

必要な情報に基づき患者自身が選択して、患者本人が求める医療を提供し

ていく、という患者本位の医療が提供される仕組みを構築していくこと 

・ 生活習慣病の予防に積極的に取り組むとともに、仮に入院加療が必要と

なった場合にあっても、早期に在宅に復帰し、生活の質（ＱＯＬ）を高め

ながら、自らの生活の場において必要な医療を受けることができる体制を

構築していくこと 

・ 人口構成等の構造変化に柔軟に対応するとともに、国民の安心や制度の

持続可能性を確保するといった観点から見直しを行い、経済・財政とも均

衡がとれたものとするために過大・不必要な伸びを具体的に厳しく抑制す

ることを通じて、将来にわたり国民皆保険制度を堅持していくこと 

が求められていると言える。 

 

○ 平成１８年度診療報酬改定は、保険財政の状況、物価・賃金等のマクロの

経済指標の動向、全国の医療機関の収支状況等を踏まえつつ、今後の基本的

な医療政策の方向性に係る上記のような認識に立って行われるべきであり、

具体的には、以下の４つの視点から改定が行われるべきである。 

① 患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（ＱＯＬ）を高める医療を

実現する視点 

② 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推進す

る視点 

③ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評

 1
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価の在り方について検討する視点 

④ 医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り方に

ついて検討する視点 

 

○ 具体的な診療報酬点数の設定に当たっては、基本的な医療政策の方向性を

明確にしないまま診療報酬施策によって医療機関の診療行動や患者の受療

行動を誘導しようとするのではなく、基本的な医療政策の方向性に沿って個

別の診療報酬点数を設定していく中で対応していくことを基本とするべき

である。 

 

○ 一方、基本的な医療政策の方向性に必ずしも沿ったものではない医療につ

いては、単に診療報酬点数上の評価の適正化を行うだけでなく、「必要かつ適

切な医療は基本的に保険診療により確保する」という国民皆保険制度の理念

を基本に据えつつ、特に患者の選択に係るようなものについては、保険診療

と保険外診療との併用を認める制度の活用により、応分の負担をしていただ

くことも含め、検討していくべきである。 

 

２ ４つの視点から見た平成１８年度改定の基本方針 

 

① 患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（ＱＯＬ）を高める医療を実現

する視点 

 

○ 必要な情報に基づき患者自身が選択して、患者本人が求める医療を提供し

ていく、という患者本位の医療を実現するためには、まず患者から見て分か

りやすい医療としていくことが前提であり、患者に対し医療に関する積極的

な情報提供を推進していくことが必要であるとともに、患者の生活の質（Ｑ

ＯＬ）を高める医療を提供していくことが必要である。 

 

○ このため、診療報酬体系の見直しに当たっては、そもそも診療報酬体系自

体を患者にとって分かりやすい体系とする視点に立って、見直しを推進する

べきである。 

 とりわけ、診療報酬上評価されている医療のうちには、実際に提供されて

いるが、患者が明確に分からないままに費用を負担しているものもあるとの

指摘もあり、現行の診療報酬の名称等の位置付けも含め、点検を行っていく

べきである。 
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○ 患者への情報提供の推進の観点からは、患者が保険医療機関を受診等した

場合に医療費の内容の分かる領収書の発行を受けることができるよう、診療

報酬体系を患者にとって分かりやすいものとする取組と併せ、現状を考慮し

て所要の経過措置を講じた上で、保険医療機関や保険薬局に医療費の個別単

価など詳細な内容の分かる領収書の発行を義務付けることを視野に入れて、

情報提供を強力に推進するべきである。 

 

○ また、患者の生活の質（ＱＯＬ）を高める医療を提供する観点からは、不

適切な食生活、運動不足、喫煙等の生活習慣に起因した生活習慣病等の重症

化予防を推進するための方策について検討するべきである。 

 

② 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推進する視

点 

 

○ 質の高い医療を効率的に提供するため、地域の医療機能の適切な分化・連

携を進め、急性期から回復期、慢性期を経て在宅療養への切れ目のない医療

の流れを作り、患者が早く自宅に戻れるようにすることで、患者の生活の質

（ＱＯＬ）を高め、また、必要かつ十分な医療を受けつつトータルな治療期

間（在院日数を含む。）が短くなる仕組みを作ることが必要である。 

 このため、地域における疾患ごとの医療機能の連携体制に係る評価の在り

方について検討するべきである。 

 

○ また、高齢者ができる限り住み慣れた家庭や地域で療養しながら生活を送

れるよう、また、身近な人に囲まれて在宅での最期を迎えることも選択でき

るよう、支援していく体制を構築することが必要である。 

このため、入院から在宅への円滑な移行を図りつつ、介護保険との適切な

役割分担の下、２４時間診療ができる在宅医療や終末期医療への対応に係る

評価の在り方について検討するべきである。 

 

○ さらに、我が国の医療については、諸外国と比べ平均在院日数が長いとい

う指摘があり、医療機能の分化・連携を図りつつ、医療資源を集中的に投入

することにより、必要かつ十分な医療を確保しつつ、平均在院日数の短縮を

図っていくことが必要である。 

このため、平均在院日数の短縮の促進に資するような入院医療の評価の在
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り方や、急性期入院医療における診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）の支払い

対象病院の拡大等について検討するべきである。 

 

○ このほか、病院・診療所の機能分化・連携を推進する観点から、病院と診

療所の初再診料の格差の問題など、外来医療に対する評価の在り方について

検討するべきである。 

 

③ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評価の

在り方について検討する視点 

 

○ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域につ

いては、国民の安心や制度の持続可能性を確保し、経済・財政とも均衡がと

れたものとするといった観点も踏まえつつ、その評価の在り方について検討

していくことが必要である。 

 

○ 例えば、産科や小児科、救急医療等については、診療科・部門による医師

の偏在により地域において必要な医療が確保されていないとの指摘がある

ことも踏まえ、特に休日、夜間等における医療機関の連携体制を確保してい

く観点からも、これらの領域に対する診療報酬上の適切な評価について検討

するべきである。 

 

○ また、医療分野においてはＩＴ化が遅れているが、ＩＴ化を推進していく

ことは、被保険者、医療機関、保険者、審査支払機関等のそれぞれにとって

メリットのあることであり、解決すべき課題を整理しつつ、これを集中的に

推進していくための方策についても検討するべきである。 

 

○ さらに、医療の安全性の更なる向上の観点から、医療安全に係るコストの

実態を踏まえつつ、診療報酬上の更なる取組の可能性についても検討してい

くべきである。 

 

○ このほか、医療技術については、難易度、時間、技術力等を踏まえた適切

な評価を進めるとともに、新しい医療技術については、有効性、安全性等の

ほか、その導入の効果についても十分に確認した上で、適切に保険導入を図

っていくことが必要であるが、その際には、保険導入手続の透明化・明確化

の視点に十分配慮していくべきである。 
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④ 医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り方につい

て検討する視点 

 

○ 国民の安心や制度の持続可能性を確保し、経済・財政と均衡がとれたもの

とするといった観点を踏まえつつ、今後重点的に対応していくべきと思われ

る領域の適切な評価を行っていくためには、医療費の配分の中で効率化余地

があると思われる領域について、その適正化を図る方向で、評価の在り方に

ついて検討していくことが必要である。 

 

○ このため、患者の状態像に応じた慢性期入院医療の評価の在り方、入院時

の食事に係る評価の在り方、外来医療における不適切な頻回受診の抑制のた

めの評価の在り方、コンタクトレンズ診療等における不適切な検査の適正化

のための評価の在り方、かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局の本来の趣旨に

即した適正な評価の在り方等について検討するべきである。 

 

○ また、医薬品については、画期的新薬の開発を促進する薬価制度を構築し

ていく一方で、良質かつ廉価な後発医薬品の使用を促進することは、医療保

険制度の持続可能性の維持に資するものであることから、後発医薬品の使用

促進のための環境整備の方策についても検討するべきである。 

 

○ このほか、医薬品、医療材料、検査等のいわゆる「もの代」については、

市場実勢価格等を踏まえた適正な評価を進めるべきである。 

 

３ 終わりに 

 

○ 中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）におかれては、本基

本方針の趣旨を十分に踏まえた上で、具体的な診療報酬の改定案の審議を進

められることを希望する。 

 

○ また、平成１８年度診療報酬改定の結果については、本基本方針に即した

改定であったかどうか、実際の改定の効果がどの程度あったのか等について、

中医協において検証を行い、その結果を当部会に報告いただくことを希望す

る。 
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中 医 協  総 － ５  

１ ９ ． ４ ． １ ８ （資料７）

平成 20 年度診療報酬改定に向けた今後の予定について（案） 

 平成 20 年度改定 【参考】平成 18 年度改定 

４月  

５月  

６月 

 

 

７月 検討項目（案）提示 7/13 基本検討項目例（議論のためのたたき台）提示 

 
各部会・分科会等における議論 

⇒ まとまり次第、順次、基本小委等で報告 

８月   

９月 9/28 検討項目及び審議スケジュール提示 

10 月 

11 月 

12 月 

 
検討項目の提示 
 
改定項目について、基本小委等において、集中的に議論 

* 社会保障審議会「基本方針」とりまとめ 

基本小委を週に１～２回開催し審議（計 12 回） 
 

* 11/25 社会保障審議会「基本方針」 

１月 1/11 点数改定について諮問 

２月 
診療報酬点数の改定について諮問・答申 

2/15 答申 

３月   

４月 平成 20 年度改定・後期高齢者制度施行 平成 18 年度改定施行 

 
* 夏～秋「社会保障審議会後期高齢

者特別部会」において後期高齢者

医療の新たな診療報酬体系骨格 

とりまとめ 
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